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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）２０～９０重量％とスチレン系樹脂（Ｂ）８０～１
０重量％からなる樹脂混合物１００重量部に対し、カーボンブラック（Ｃ）を１～３０重
量部配合してなり、前記ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）が、下記一般式（２）で示さ
れるフェニレンエーテルユニット１００個に対し、下記一般式（１）で示される末端基を
０．３個以上有し、極限粘度が０．３～０．６ｄｌ／ｇであり、且つ銅含有率が０．２ｐ
ｐｍ以下である、樹脂組成物。
 一般式（１）
【化１】

　（一般式（１）中、２つのＲ1は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～３のア
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ルキル基を表し、２つのＲ2は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～３のアルキ
ル基を表す。ただし、２つのＲ1が共に水素原子になることはない。）
 一般式（２）
【化２】

　（一般式（２）中、２つのＲ3は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～３のア
ルキル基を表し、２つのＲ4は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～３のアルキ
ル基を表す。ただし、２つのＲ3が共に水素原子になることはない。）。
【請求項２】
 前記ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）２０～９０重量％とスチレン系樹脂（Ｂ）８０
～１０重量％からなる樹脂混合物１００重量部に対し、さらにスチレン系エラストマー（
Ｄ）を１～２５重量部配合してなる請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
 前記スチレン系エラストマー（Ｄ）がスチレン／エチレン／プロピレン／スチレンブロ
ックコポリマーである請求項２に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
 前記ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）２０～９０重量％とスチレン系樹脂（Ｂ）８０
～１０重量％からなる樹脂混合物１００重量部に対し、さらにマイカ（ｅ－１）及び／ま
たはタルク（ｅ－２）からなる無機充填材（Ｅ）を１～２０重量部配合してなる請求項１
～３のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項５】
 請求項１～４のいずれか１項に記載の樹脂組成物を成形してなる成形品。
【請求項６】
 請求項１～４のいずれか１項に記載の樹脂組成物を成形してなるＩＣトレー。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
 本発明は、樹脂組成物等に関する。さらに詳しくは、スチレン系樹脂を含むポリフェニ
レンエーテル樹脂とカーボンブラックからなる、機械的強度、耐熱性に優れ、かつ、接触
・摩擦時の摩耗によるカーボンブラックの脱離の小さい樹脂組成物、及び該樹脂組成物を
用いた成形品、特に、ＩＣトレーに関する。
【背景技術】
【０００２】
 近年、ＯＡ機器や電子機器の小型軽量化や高集積化、高精度化が進み、それに伴い、電
気電子部品への塵やほこりの付着を極力低減させたいという要求が増えてきている。これ
ら電気電子部品は、塵やほこりが付着すると接点不良や読みとりエラー等の問題を起こす
ため、元来、塵やほこりの付着を嫌うものである。特に、近年の小型軽量化、高集積化お
よび高精度化により、その要求が一層厳しくなっている。例えば、半導体に使われるＩＣ
チップや、ウエハー、コンピューターに使われるハードディスクの内部部品等はその最た
る例である。通常これらの部品の製造や組立ては、塵やほこりの極めて少ない、いわゆる
クリーンルームで行われており、ここでの塵、ほこりの付着は起こらない。しかしながら
、これらの部品は、搬送時には外気にさらされるため、ここでの塵やほこりの付着が問題
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となる。
【０００３】
 ところで、上記のような電気電子部品の搬送用の部品（ＩＣトレーやケース、ハウジン
グ等）には、意匠性、軽量化の意味から合成樹脂を用いられることが多く、中でもスチレ
ン系樹脂を含むポリフェニレンエーテル樹脂は、機械的強度、耐熱性、寸法安定性に優れ
るため、該用途に適した樹脂であるとされている。
　しかしながら、スチレン系樹脂を含むポリフェニレンエーテル樹脂は、本来電気を通さ
ない絶縁性であるため、帯電しやすく、塵やほこりが付着しやすい。このため搬送中に、
搬送用部品に付着した塵やほこりが、その後電気電子部品本体に付着してしまうという問
題がある。これを防ぐため、搬送用部品に使われる樹脂には、電気抵抗を下げ、導電性を
持たせるために、各種の添加剤を入れることが行われている。
 代表的な添加剤としては、導電性のカーボンブラックが挙げられる。これは少量の添加
で電気抵抗を下げることができる有用な添加剤である。しかしながら、カーボンブラック
を添加した場合には、いわゆる「カーボンブラックの脱離」と言われる現象が問題となっ
てくる。この現象はカーボンブラックを含む樹脂成形品を他の物品とこすり合わせた時に
、成形品表面のカーボンブラックが削り取られて、粉として出てくる現象で、脱離したカ
ーボンブラックがＩＣチップや、ウエハー、コンピューターに使われるハードディスクの
内部部品等を汚染してしまう。
【０００４】
 このようなカーボンブラックの脱離による問題を解決するため、特許文献１ではポリフ
ェニレンエーテル系樹脂に、数平均繊維長が０．０５～１．５ｍｍの範囲にある炭素繊維
、アスペクト比が２０以上である板状無機充填剤を混練した熱可塑性樹脂組成物から成形
され、その表面固有抵抗が１０1 ～１０12Ωの範囲であるＩＣ用トレーが開示されている
。また、特許文献２には、ポリフェニレンエーテル樹脂および、ポリスチレン系樹脂を主
成分とする樹脂組成物と、炭素繊維と、無機充填材とを含む耐熱樹脂組成物が開示されて
いる。しかしながら、特許文献１及び特許文献２に開示されているような炭素繊維が添加
された組成物では、得られる成形品の組成が均一ではなく、成形品の部位（箇所）によっ
て電気抵抗にばらつきが生じるといった問題がある。加えて、電気抵抗が下がりすぎて、
通電してショートを起こしやすいといった問題もあった。
【０００５】
　また、特許文献３には、ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリスチレン系樹脂又はＡＢ
Ｓ系樹脂の少なくとも１種類から選ばれた熱可塑性樹脂、カーボンブラック及び主骨格又
は側鎖にシロキサン結合を有する重合体又は共重合体を特定割合含有し、その組成物の表
面固有抵抗値が１０2 ～１０10Ωであり、かつ、ＪＩＳ－Ｋ－７１２５に準ずる測定法に
よる、錫－鉛合金（錫５０ｗｔ％）との動摩擦係数が０．６以下であるＩＣ包装用樹脂組
成物が開示されている。しかしながら、かかる樹脂組成物も、カーボンブラックの脱離の
抑制は不十分であった。
【０００６】
 さらに、特許文献４には、ポリフェニレンエーテル系樹脂、カーボンブラック、ＪＩＳ
－Ｋ－７２１５によるデユロメータＡ型表面硬度が９０以下のエチレン－α－オレフィン
共重合体樹脂からなり、表面固有抵抗値が１０2～１０10ΩであるＩＣ包装用樹脂組成物
、該樹脂組成物からなるＩＣ包装用の成形品およびシートが開示されている。しかしなが
ら、特許文献４に記載の成形品もカーボンブラックの脱離の抑制は不十分であった。
 加えて、特許文献５には、ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリスチレン系樹脂または
アクリロニトリルブタジエンスチレン系樹脂（ＡＢＳ系樹脂）から選ばれた少なくとも１
種類の熱可塑性樹脂、カーボンブラック、オレフィン系樹脂およびスチレン／ブタジエン
／ブチレン／スチレンブロック共重合体を含有し、その表面固有抵抗値が１０2～１０10

Ωである樹脂組成物が開示されている。しかしながら、特許文献５に記載の樹脂組成物も
カーボンブラックの脱離の抑制は不十分であった。
【０００７】
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【特許文献１】特開平０５－２２１４７２号公報
【特許文献２】特開平１１－０８０５３４号公報
【特許文献３】特開平０８－１９９０７７号公報
【特許文献４】特開２００３－２６９１６号公報
【特許文献５】特開２００３－７３５４１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
 本発明が解決しようとする課題は、スチレン系樹脂を含むポリフェニレンエーテル樹脂
と、カーボンブラックとを含む樹脂組成物であって、機械的強度、耐熱性および寸法安定
性に優れ、かつ、接触・摩擦時の摩耗によるカーボンブラックの脱離の少ない樹脂組成物
、及び該樹脂組成物を用いてなる成形品（特に、ＩＣトレー）を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
 本発明者は、前記課題を解決するため鋭意研究を重ねた結果、特定の末端基を特定の比
率で有し、銅含有量が少ないポリフェニレンエーテル樹脂を用いると、樹脂成分とカーボ
ンブラックとの密着性を著しく向上させることができ、その結果、上記課題を全て解決で
きる樹脂組成物、及び該樹脂組成物からなる成形品（例えば、ＩＣトレー）を見出し、本
発明を完成させた。
 すなわち、本発明の要旨は、ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）２０～９０重量％とス
チレン系樹脂（Ｂ）８０～１０重量％からなる樹脂混合物１００重量部に対し、カーボン
ブラック（Ｃ）を１～３０重量部配合してなり、前記ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）
が、下記一般式（２）で示されるフェニレンエーテルユニット１００個に対し、下記一般
式（１）で示される末端基を０．３個以上有し、極限粘度が０．３～０．６ｄｌ／ｇであ
り、且つ銅含有率が０．２ｐｐｍ以下である樹脂組成物（特に、導電性樹脂組成物）、及
び該樹脂組成物を用いてなる成形品（例えば、ＩＣトレー）にある。
【００１０】
 一般式（１）

【化１】

　（一般式（１）中、２つのＲ1は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～３のア
ルキル基を表し、２つのＲ2は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～３のアルキ
ル基を表す。ただし、２つのＲ1が共に水素原子になることはない。）
 一般式（２）
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【化２】

　（一般式（２）中、２つのＲ3は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～３のア
ルキル基を表し、２つのＲ4は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～３のアルキ
ル基を表す。ただし、２つのＲ3が共に水素原子になることはない。）。
【発明の効果】
【００１１】
 本発明により、機械的強度、耐熱性、寸法安定性に優れ、かつ、接触・摩擦時の摩耗に
よるカーボンブラックの脱離の少ない樹脂組成物を提供することが可能になった。さらに
、該樹脂組成物から成形された反りの小さい成形品（特に、導電性を有する成形品、導電
性材料等）も提供できるようになった。特に、ＩＣトレーを製造するのに好ましい樹脂組
成物が得られた。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下において、本発明の内容について詳細に説明する。尚、本願明細書において「～」
とはその前後に記載される数値を下限値及び上限値として含む意味で使用される。
　また、本発明における導電性とは、例えば、表面固有抵抗値が１０2Ω以上、好ましく
は１０4～１０18Ωのものをいう。
【００１３】
本発明の樹脂組成物に用いられるポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）は、前記一般式（２
）で示されるフェニレンエーテルユニットを主鎖に持つ重合体であって、ホモポリマーで
あってもコポリマーであってもよい。
【００１４】
　一般式（２）中、２つのＲ3は、それぞれ独立して、炭素原子数１～３のアルキル基、
特にメチル基が好ましく、２つのＲ4は、それぞれ独立して、水素原子が好ましい。
【００１５】
 ホモポリマーとしては、具体的には、例えば、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェ
ニレン）エーテル、ポリ（２，６－ジエチル－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２
，６－ジプロピル－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２－メチル－６－エチル－１
，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２－メチル－６－プロピル－１，４－フェニレン）
エーテル等の２，６－ジアルキルフェニレンエーテルの重合体が挙げられ、コポリマーと
しては、各種２，６－ジアルキルフェノール／２，３，６－トリアルキルフェノール共重
合体が挙げられる。本発明に使用されるポリフェニレンエーテル（Ａ）としては、特に、
ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレン）エーテル、２，６－ジメチルフェノール
／２，３，６－トリメチルフェノール共重合体が好ましい。
【００１６】
 また、本発明の樹脂組成物に用いられるポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）が有する、
前記一般式（１）で示される末端基は、一般式（１）中の２つのＲ1およびＲ2は、Ｒ1お
よびＲ2の少なくとも１個が水素原子がよく、Ｒ1は炭素原子数１～３のアルキル基がであ
ることが好ましい。具体的には、前記一般式（１）で示される末端基は、３，５－ジメチ
ル－４－ヒドロキシフェニル基、３，５－ジエチル－４－ヒドロキシフェニル基、３，５
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－ジプロピル－４－ヒドロキシフェニル基、３－メチル－５－エチル－４－ヒドロキシフ
ェニル基、３－メチル－５－プロピル－４－ヒドロキシフェニル基、２，３，５－トリメ
チル－４－ヒドロキシフェニル基等が挙げられる。
【００１７】
　本発明の樹脂組成物に用いられるポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）の製法は、特に限
定されるものではないが、第一銅塩とアミンの化合物からなる触媒の存在下、２，６－キ
シレノール等のモノマーを酸化重合させることにより容易に製造できる。
【００１８】
 本発明で使用されるポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）は、前記一般式（１）で示され
る末端基を前記一般式（２）で示されるフェニレンエーテルユニット１００個に対し、０
．３個以上有することが必要である。前記一般式（１）で示される末端基が０．３個未満
のポリフェニレンエーテル樹脂を用いると、カーボンブラックとの密着性が低下するので
、例えば、本発明の樹脂組成物からなるＩＣトレーとＩＣチップ等との接触・摩擦時に、
摩耗によるカーボンブラックの脱離が多く、ＩＣトレー表面から脱離したカーボンブラッ
クがＩＣチップや、ウエハー、コンピューターに使われるハードディスクの内部部品等を
汚染するという問題が発生する。また、前記一般式（１）で示される末端基の数が０．３
個未満のポリフェニレンエーテルを用いると、スチレン系樹脂（Ｂ）との相溶性が低下す
るので、成形品の外観不良や層状剥離が発生することがあり、さらには破断伸びや面衝撃
強度が低下する。
 前記一般式（１）で示される末端基の数が０．３個以上である本発明のポリフェニレン
エーテルを得る方法は、特に限定されるものではないが、例えば特公昭６１－２０５７６
号公報にも記載されている様にモノマー（例えば、２，６－ジメチルキシレノール）を、
第一銅塩とアミンの化合物を触媒として、トルエン等の溶媒中で、酸素存在下に酸化重合
反応させ、得られたポリフェニレンエーテル溶液に、銅とキレート化合物を形成する化合
物を添加する等の方法で、触媒を失活させた後、酸素の混入を避けた雰囲気下で該ポリフ
ェニレンエーテル溶液を攪拌することにより得ることができる。なお、攪拌中の溶液の温
度は、好ましくは５０℃以上、より好ましくは７０℃程度に維持するのがよい。前記一般
式（１）で示される末端基の数は、前記一般式（２）で示されるフェニレンエーテルユニ
ット１００個に対し、好ましくは０．４～２個、より好ましくは０．５～１．５個である
。末端基の数を２個以下とすることにより、強度や熱安定性がより向上する傾向にあり好
ましい。
【００１９】
 また、本発明で使用されるポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）は、クロロホルム中で測
定した３０℃の極限粘度が０．３～０．６dl/gのものであり、好ましくは０．３５～０．
５dl/gである。極限粘度が０．３dl/g未満では樹脂組成物の機械的強度が不足し、０．６
dl/gを越えると流動性が不足し、さらには成形品表面にカーボンブラックが多く露出し、
カーボンブラックの離脱が激しくなり、外観不良も発生する。かかる極限粘度のポリフェ
ニレンエーテルは、酸化重合の反応条件、例えば、反応温度、反応時間、触媒量などを調
整することにより製造できる。
【００２０】
 本発明で使用されるポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）は、銅含有率が、ポリフェニレ
ンエーテルの重量基準で０．２ｐｐｍ以下のものである。銅含有率は残存触媒に起因する
。
 ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）の銅含有率が０．２ｐｐｍを超えると、本発明の樹
脂組成物を製造及び成形する際の熱安定性や、成形品を高温雰囲気で使用する際の熱安定
性が低下し、成形品の外観不良や機械的強度の低下を引き起こすことがある。ここで、ポ
リフェニレンエーテル樹脂（Ａ）の銅含有率を０．２ｐｐｍ以下とするには、酸化重合反
応の触媒に使用された銅塩を溶液から有効に除去することが重要である。除去方法は特に
限定されるものではないが、例えば、酸化重合反応により得られたポリフェニレンエーテ
ル溶液に、エチレンジアミン４酢酸ナトリウムのような銅とキレート化合物を形成する水
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溶液を添加し、充分攪拌した後に、水層を分離することにより、効率よく銅を分離するこ
とができる。一般的には、更に、この操作を繰り返すことにより、ポリフェニレンエーテ
ルの銅含有率を効果的に低減させることができる。また、反応溶液からポリフェニレンエ
ーテルを分離する際、ポリマー含有相と銅塩含有相の分離が良好となるような物質を添加
する方法やこれらを組み合わせた方法が採用できる。
 酸化反応終了後、銅イオンの低減操作が不十分のまま、ポリフェニレンエーテル溶液に
メタノールなどの非溶媒を添加した後では、固体として分離されたポリフェニレンエーテ
ルをメタノール、水等で十分に洗浄してもポリフェニレンエーテルの銅含有率を低減させ
ることが困難となる場合が多い。
 ポリフェニレンエーテルの銅含有率は、好ましくは０．１５ｐｐｍ以下である。
【００２１】
 本発明で使用されるスチレン系樹脂（Ｂ）は、スチレン系単量体の重合体、スチレン系
単量体と他の共重合可能な単量体との共重合体及びスチレン系グラフト共重合体等が挙げ
られる。スチレン系単量体と他の共重合可能な単量体との共重合体としては、例えば、Ａ
Ｓ樹脂等が挙げられ、スチレン系グラフト共重合体としては、例えば、耐衝撃性ポリスチ
レン樹脂（ＨＩＰＳ樹脂）、アクリロニトリルブタジエンスチレン樹脂（ＡＢＳ樹脂）、
アクリロニトリルエチレンスチレン樹脂（ＡＥＳ樹脂）、アクリロニトリルアセチレート
スチレン樹脂（ＡＡＳ樹脂）等が挙げられる。スチレン系共重合体の製造方法としては、
乳化重合法、溶液重合法、懸濁重合法および塊状重合法等の公知の方法が挙げられる。
【００２２】
 スチレン系単量体としては、好ましくは、スチレン、α－メチルスチレン、ｐ－メチル
スチレン等が挙げられ、より好ましくはスチレンが挙げられる。スチレン系単量体と共重
合可能な単量体としては、好ましくは、アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のシア
ン化ビニル単量体、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、メタク
リル酸メチル、メタクリル酸エチル等の（メタ）アクリル酸アルキルエステル、マレイミ
ド、Ｎ－フェニルマレイミド等が挙げられ、より好ましくは、シアン化ビニル単量体、（
メタ）アクリル酸アルキルエステルが挙げられる。
【００２３】
 本発明の樹脂組成物の樹脂成分は、ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）２０～９０重量
％と、スチレン系樹脂（Ｂ）８０～１０重量％からなり、ポリフェニレンエーテル樹脂が
２０重量％より少ないと、荷重撓み温度や機械的強度が低下する。また、ポリフェニレン
エーテル樹脂が９０重量％を越えると樹脂組成物の流動性が著しく低下し、成形工程にお
いて実用に堪えないものとなる。さらに、本発明の樹脂組成物の樹脂成分は、ポリフェニ
レンエーテル樹脂（Ａ）５０～８０重量％と、スチレン系樹脂（Ｂ）５０～２０重量％か
らなることが好ましい。
【００２４】
 本発明で使用するカーボンブラック（Ｃ）は、天然黒鉛、人造黒鉛、カーボンブラック
が好ましく、アセチレンブラック、チャンネルブラックおよびファネスブラックなどの人
造黒鉛で、粉末状や顆粒状のもので、比表面積が大きく、樹脂への添加量が少量で高度の
導電性が得られるものがより好ましい。ファネスブラックとしては、具体的には、ライオ
ン・アクゾ社製・商品名ケッチェンブラックＥＣおよびケッチェンブラックＥＣ－６００
Ｊ、旭カーボン（株）製・商品名旭ＨＳ－５００などが例示される。
【００２５】
 カーボンブラック（Ｃ）の配合量は、ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）２０～９０重
量％と、スチレン系樹脂（Ｂ）８０～１０重量％からなる樹脂成分１００重量部に対し１
～３０重量部、好ましくは３～２５重量部、さらに好ましくは５～２０重量部である。カ
ーボンブラック（Ｃ）の配合量が１重量部より少ないと導電性が不足し、３０重量部を越
えると樹脂成分中での分散性が低下し、機械的強度や流動性も低下し、成形品の外観も悪
化するので好ましくない。
【００２６】
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 本発明では、樹脂組成物の衝撃強度を改良するために、さらにスチレン系エラストマー
（Ｄ）を配合することが好ましい。本発明で好ましく配合されるスチレン系エラストマー
（Ｄ）は、ハードセグメントがスチレン重合体で構成され、ソフトセグメントがポリブタ
ジエン、ポリイソプレン及びそれらの水添物よりなる群から選択された少なくとも１種類
の重合体で構成されたブロック共重合体、具体的には、ＳＢＳ（スチレン／ブタジエン／
スチレンブロックコポリマー）、ＳＩＳ（スチレン／イソプレン／スチレンブロックコポ
リマー）、ＳＥＢＳ（スチレン／エチレン／ブチレン／スチレンブロックコポリマー：Ｓ
ＢＳの水添物）、ＳＥＰＳ（スチレン／エチレン／プロピレン／スチレンブロックコポリ
マー：ＳＩＳの水添物）等を例示することができ、特に好ましくはＳＥＢＳである。
 スチレン系エラストマーのハードセグメントとソフトセグメントの構成比率は好ましく
は１０：９０～９０：１０、より好ましくは１０：９０～５０：５０の範囲内で適宜選択
することができ、該ハードセグメントブロックと該ソフトセグメントブロックの結合形態
はジブロックタイプであってもトリブロックタイプであってもよい。
【００２７】
 スチレン系エラストマー（Ｄ）の配合率は、ポリフェニレンエーテル樹脂（Ａ）２０～
９０重量％と、スチレン系樹脂（Ｂ）８０～１０重量％からなる樹脂成分１００重量部に
対し、好ましくは１～２５重量部、より好ましくは３～１５重量部、さらに好ましくは５
～１５重量部である。スチレン系エラストマー（Ｄ）の配合量を１重量部以上とすること
により、衝撃強度がより向上する傾向にあり好ましい。また、スチレン系エラストマー（
Ｄ）の配合量を２５重量部以下とすることにより、樹脂組成物の剛性や荷重撓み温度が低
くなりすぎるのを抑え、例えば、ＩＣ製造時のベーキング工程で樹脂組成物からなるＩＣ
トレーの変形をより抑止でき好ましい。
【００２８】
 本発明では、樹脂組成物の寸法安定性と剛性等の機械的強度をより改良するために、ガ
ラスフレーク、シリカ、アルミナ、カオリン、タルク、マイカなどの無機充填材（Ｅ）を
配合することが好ましく、特にマイカ（ｅ－１）及び／またはタルク（ｅ－２）からなる
無機充填材（Ｅ）を配合することがより好ましい。無機充填材（Ｅ）の配合量は、ポリフ
ェニレンエーテル樹脂（Ａ）２０～９０重量％と、スチレン系樹脂（Ｂ）８０～１０重量
％からなる樹脂成分１００重量部に対し、好ましくは１～２０重量部、より好ましくは３
～１５重量部である。無機充填材（Ｅ）の配合量を１重量部以上とすることにより、寸法
安定性と機械的強度のいずれについてもより好ましい傾向になり、２０重量部以下とする
ことにより流動性や外観がより好ましい傾向になる。
【００２９】
 本発明の樹脂組成物の製造及び成形工程における溶融混練時や、ＩＣ製造時に高温雰囲
気で実施されるベーキング工程でのＩＣトレーの熱安定性を向上させる目的で、ヒンダー
ドフェノール系化合物、ホスファイト系化合物、酸化亜鉛から選ばれた１種以上の安定剤
を配合することが好ましい。安定剤の配合率は、ポリフェニレンエーテル樹脂とスチレン
系樹脂からなる樹脂成分１００重量部に対し、好ましくは０．０１～５重量部、より好ま
しくは０．０３～３重量部である。安定剤の配合率を０．０１重量部以上とすることによ
り、安定剤の効果がより得られやすく、５重量部以下とすることにより、モールドデボジ
ットの発生が少なくなる傾向にあり好ましい。
【００３０】
 本発明の樹脂組成物に難燃性を賦与する目的で、難燃剤、例えば、リン酸エステル系難
燃剤を配合することができる。リン酸エステル系難燃剤の具体例としては、フェニル・レ
ゾルシン・ポリホスフェート、クレジル・レゾルシン・ポリホスフェート、フェニル・ク
レジル・レゾルシン・ポリホスフェート、キシリル・レゾルシン・ポリホスフェート、フ
ェニル－ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル・レゾルシン・ポリホスフェート、フェニル・イ
ソプロピルフェニル・レゾルシン・ポリホスフェート、クレジル・キシレル・レゾルシン
・ポリホスフェート、フェニル・イソプロピルフェニル・ジイソプロピルフェニル・レゾ
ルシン・ポリホスフェート、ビスフェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）等の縮合
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リン酸エステル化合物が挙げられる。さらに、リン酸トリフェニル、リン酸トリクレジル
、リン酸ジフェニル２エチルクレジル、リン酸トリ(イソプロピルフェニル)、メチルホス
ホン酸ジフェニルエステル、フェニルホスホン酸ジエチルエステル、リン酸ジフェニルク
レジル、リン酸トリブチル等が挙げられる。
【００３１】
 リン酸エステル系難燃剤の配合率は、ポリフェニレンエーテル樹脂及びスチレン系樹脂
の合計１００重量部に対して好ましくは１～３０重量部、より好ましくは５～２５重量部
である。リン酸エステル系難燃剤の配合割合を１重量部以上とすることにより、難燃効果
がより得られやすい傾向にあり、３０重量部以下とすることにより、荷重撓み温度が上昇
または機械的強度が向上する傾向にあり好ましい。
【００３２】
 本発明の樹脂組成物には、上記成分のほか、他の成分を添加できる。他の成分としては
、例えば、ガラス繊維、炭素繊維、チタン酸カリウム、ホウ酸アルミニウム等のウィスカ
ー、離型剤、滑剤、流動性改良剤、分散剤等が挙げられる。
【００３３】
 本発明の樹脂組成物は、一般に熱可塑性樹脂組成物の製造に用いられる設備と方法によ
り製造することができる。例えば、本発明の組成物を構成する成分を一括してタンブラー
などの混合機で混合し、一軸や二軸の押出機を使用して溶融・混練し、押出して成形用ペ
レットを製造することも可能である。また、カーボンブラックの含有率の高いペレットと
低いペレットをドライブレンドしたものを成形し、表面固有抵抗を調整することもできる
。
【００３４】
 混練温度と混練時間は、樹脂組成物や混練機の種類等の条件により、任意に選ぶことが
できるが、混練温度は、好ましくは２００～３５０℃、より好ましくは２２０～３２０℃
、混練時間は２０分以下が好ましい。このような温度範囲とすることにより、ポリフェニ
レンエーテル樹脂やスチレン系樹脂の熱劣化をより効果的に抑止でき、成形品の物性や外
観を向上させる傾向にあり、好ましい。
【００３５】
 本発明の樹脂組成物を用いて成形品を得る方法は、特に限定されるものでなく、熱可塑
性樹脂組成物について一般に用いられている成形法、例えば、射出成形、中空成形、押出
成形、シート成形、熱成形、回転成形、積層成形等の成形方法が適用できる。本発明の樹
脂組成物から得られる成形品は、特に電気電子部品搬送用成形品が好適である。例えば、
ウエハーのトレー、回路基盤収納ボックス、ハードディスク、ＣＤ、ＤＶＤ、ＭＯ等の光
や磁気記録装置の基盤、ハウジング、ＩＣ部品ボックス、ＩＣトレー等があり、特にＩＣ
トレーとして好適に使用される。ＩＣトレーをはじめとした搬送用部品は、塵やほこりの
付着を嫌うことから、表面抵抗が低いことが要求されるが、低すぎるとショートの危険性
があり好ましくない。具体的には、表面抵抗は１０2～１０10Ωが好ましく、１０3～１０
9Ωがさらに好ましく、１０4～１０8Ωが最も好ましい。
【００３６】
 以下、本発明を実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明はその要旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。
【００３７】
 また、ポリフェニレンエーテル樹脂の製造例、樹脂組成物の実施例と比較例に使用した
原材料、樹脂組成物の製法、試験片の成形条件と評価法は次の通りである。
＜ポリフェニレンエーテルの物性＞
（１）極限粘度：ポリフェニレンエーテルをクロロホルムに溶解し、濃度０．５ｇ／ｄｌ
以下の異なる濃度の溶液を調製し、３０℃においてウベローデ型の粘度計を用いて、該異
なる濃度における比粘度を測定し、比粘度と濃度との比を計算し、濃度を０に外挿した時
の比を算出し、極限粘度とした。
（２）末端基の種類及び数：日本電子（株）製のＪＮＭ－Ａ４００を用い、ＣＤＣｌ3を
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溶媒、テトラメチルシランを基準として、測定モードは13Ｃ－ＮＭＲ完全デカップリング
モードとして、ポリフェニレンエーテル樹脂の13Ｃ－核磁気共鳴吸収スペクトルを測定し
た。得られたスペクトラムから、Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ、１９９０，２３，１３
１８～１３２９に記載の方法により、水酸基末端の種類及び数を求めた。
（３）銅含有率：ポリフェニレンエーテルを硝酸で分解した後に残渣中の銅を原子吸光分
析により定量し、ポリフェニレンエーテル中の銅含有率を算出した。
【００３８】
〔ポリフェニレンエーテル樹脂－Ｉ（ＰＰＥ－Ｉ）の製造例〕
 反応器底部に酸素含有ガス導入のためのスパージャー、攪拌タービン翼及びバッフル、
反応器上部のベントガスラインに凝縮液分離のためのデカンターを底部に付属させた還流
冷却器を備えた１０Ｌのジャケット付きオートクレーブ反応器に、１．４１７２ｇの酸化
第一銅、８．５２４３ｇの４７％臭化水素水溶液、１６．５２７７ｇのＮ，Ｎ－ジ－ｎ－
ブチルアミン、４１．９１９６ｇのＮ，Ｎ－ジメチル－ｎ－ブチルアミン、３．４１３９
ｇのＮ，Ｎ’－ジ－ｔ－ブチルエチレンジアミン、トリオクチルメチルアンモニウムクロ
ライド１．００ｇ及び２７７０．３ｇのトルエンを入れ、初期仕込み液を作製した。次い
で、反応器気相部に窒素を導入し、反応器気相部の絶対圧力を０．１０８ＭＰａに制御し
た。
【００３９】
 続いて、酸素を窒素で希釈して作った、絶対圧力が０．１０８ＭＰａでその酸素濃度が
７０％のガスを、スパージャーより導入し、以後重合中も含めて反応器気相部に窒素を導
入しながら、窒素と上記ガスとにより、反応器気相部の絶対圧力が０．１０８ＭＰａに維
持される様に、コントロールバルブを制御した。上記ガスの導入速度は３．４５ＮＬ／ｍ
ｉｎとした。上記ガスの導入を開始してから直ちに、１１００ｇの２，６－ジメチルフェ
ノールを１０５６．９ｇのトルエンに溶かした溶液を、プランジャーポンプを用いて３０
分で全量を投入し終わる速度で、添加を開始した。重合温度は４０℃を保つようにジャケ
ットに熱媒体を通して調節した。ガス導入開始後約１４０分で、酸素含有ガスに替えて窒
素を導入すると共に、反応器にエチレンジアミン４酢酸ナトリウム（ＥＤＴＡ４ナトリウ
ム）５％の水溶液５００ｇを添加し攪拌した。
【００４０】
　その後反応溶液の温度が７０℃になる様に熱媒体でコントロールしながら、攪拌を２時
間継続した。攪拌を停止した後、静置分離した水溶液を系外に排出し、更に純水２５０ｇ
を反応液に添加して１０分間攪拌し、１０分間静置した後に分離した水層を系外に排出し
た。水層を分離した反応液にほぼ等容のメタノールを添加してポリフェニレンエーテルを
沈殿させた。沈殿をろ取し、更に適量のメタノールで洗浄した後に１４０℃程度で１時間
強乾燥させ、粉末状ポリフェニレンエーテルを得た。
【００４１】
　得られたポリフェニレンエーテル樹脂－Ｉ（以下、ＰＰＥ－Ｉと略記することがある。
）の評価結果を次に示す。
　極限粘度：０．４８ｄｌ／ｇ
　末端基の数：フェニレンエーテルユニット１００個に対し、０．６４個
　銅含有率：０.１ｐｐｍ
【００４２】
〔ポリフェニレンエーテル樹脂－II（ＰＰＥ－II）の製造例〕
 上記ポリフェニレンエーテル－Ｉの製造方法と同様に製造したが、トリオクチルメチル
アンモニウムクロライド(ＴＯＭ)の添加量を０.３ｇに、ガス導入開始後の窒素導入開始
を約１４０分から約１５５分に変更し、他は同様に行って、粉末状のポリフェニレンエー
テルを得た。
【００４３】
　得られたポリフェニレンエーテル樹脂－II（以下、ＰＰＥ－IIと略記することがある。
）の評価結果を次に示す。
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　極限粘度：０．４８ｄｌ／ｇ
　末端基の数：フェニレンエーテルユニット１００個に対し、０．６０個
 銅含有率：０.５ｐｐｍ
【００４４】
〔ポリフェニレンエーテル樹脂―III（ＰＰＥ－III）の製造例〕
 空気吹き込み管の付いた重合反応器に、コンデンサーを２段直列に繋いだ。コンデンサ
ーの温度が約０℃になる様に冷媒を流し温度調節をし、缶出液のトルエン相は連続的に重
合器内に戻す様にした。臭化第二銅２２ｇ、ジブチルアミン４００ｇ、トルエン９８００
ｇの触媒溶液中に空気をモノマー１ｋｇあたり、１０ＮＬ／分で供給しながら、２，６－
ジメチルフェノール（モノマー）２３５０ｇをトルエン５４００ｇに溶かした溶液を６０
分かけて滴下し、４０℃で重合を行った。モノマー滴下１２０分後、ＥＤＴＡ４ナトリウ
ムを触媒銅に対し１．５倍モル量溶解した水溶液（水溶液量は重合反応液全量に対し０．
２重量倍）を攪拌しながら反応液に加え反応を停止した。
【００４５】
　反応を停止した後、静置分離して水層を系外に排出し、純水５５０ｇを反応液に添加し
て１０分間攪拌し、１０分間静置し、分離した水層を系外に排出した。更に同様の操作を
繰り返した。すなわち、２回目はＥＤＴＡ４ナトリウムを使用触媒銅の０．５倍モル量溶
解した水溶液（水溶液量は重合反応液全量に対し０．２重量倍）を攪拌しながら反応液に
加え静置分離した。その後上記と同様に水層を系外に排出し、純水６００ｇを反応液に添
加して１０分間攪拌し、１０分間静置し、分離した水層を系外に排出した。
 得られた反応液にほぼ等容のメタノールを添加してポリフェニレンエーテルを沈殿させ
た。沈殿をろ取し、更に適量のメタノールでポリフェニレンエーテルを洗浄し、１４０℃
程度で１時間強乾燥させ、粉末状ポリフェニレンエーテルを得た。
【００４６】
 得られたポリフェニレンエーテル－III（以下、ＰＰＥ－IIIと略記することがある）の
評価結果を次に示す。
　極限粘度：０．４８ｄｌ／ｇ
　末端基の数：フェニレンエーテルユニット１００個に対し、０．２３個
　銅含有率：０.１ｐｐｍ
【００４７】
 ポリフェニレンエーテル樹脂（ＰＰＥ－Ａ）以外の原材料は、次のとおりである。
　（１）スチレン系樹脂：ハイインパクトポリスチレン、エー・アンド・エム社製（品番
：ＨＴ４７８）、分子量（Ｍｗ）２００，０００、ＭＦＲ３．２ｇ／１０分（以下、ＨＩ
ＰＳと略記）
　（２）カーボンブラック：ケッチェンブラックＥＣ、ライオン・アクゾ製（以下、カー
ボンブラックＥＣと略記）
（３）スチレン系エラストマー：シェル化学製ＳＥＢＳ（商品名：クレイトンＧ１６５２
）（以下、ＳＥＢＳと略記）
 （４）マイカ：（株）レプコ社から発売（商品名：フロゴパイトマイカＳ２００）（以
下、マイカと略記）
（５）タルク：シランカップリング剤（γ-メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン
）で処理されたタルクＫ－５、松村産業（株）製（以下、タルクと略記）
（６）安定剤：試薬１級の酸化亜鉛（以下、酸化亜鉛と略記）
【００４８】
〔樹脂組成物の製造〕
 所定の重量比で配合した組成物を、田辺機械（株）製スクリュー径４０ｍｍの単軸押出
機を使用し、シリンダー設定温度２７０～３２０℃、スクリュー回転速度５０ｒｐｍの条
件で溶融・混練し、押出し、ペレット状の樹脂組成物を製造した。
【００４９】
〔試験片の成形条件〕
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 ペレット状の樹脂組成物を１１０℃で５時間乾燥後、射出成形機（東芝機械製、ＩＳ１
５０型）により金型温度１２０℃、シリンダー設定温度２９０～３３０℃、射出速度１５
％で、５０ｍｍ×９０ｍｍ×３．２ｍｍの角板成形品を射出成形した。角板成形品と同一
条件で、６３．５ｍｍ×１２．７ｍｍ×３．２ｍｍのアイゾット衝撃試験片、１２７ｍｍ
×１２．７ｍｍ×６．３５ｍｍの荷重撓み温度試験片を成形した。
【００５０】
〔試験片の物性評価〕
（１）アイゾット衝撃強度：ＡＳＴＭ－Ｄ２５６に準じ、ノッチなしで、２３℃で５本づ
つ測定し、５本の平均値でアイゾット衝撃強度（以下、ＩＺと略記）を示した。
（２）熱処理後のアイゾット衝撃強度：ＩＣ製造時の高温ベーキング工程での熱劣化の度
合いを試験するため、アイゾット衝撃試験片を荷重撓み温度より１５℃低い温度で５０時
間熱処理後、２３℃で２４時間放置し、前記（１）に準じてアイゾット衝撃強度（以下、
熱処理ＩＺと略記）を求めた。
（３）荷重たわみ温度：ＡＳＴＭ Ｄ６４８に従い、１．８２ＭＰａの条件で、荷重たわ
み温度（以下、ＤＴＵＬと略記）を測定した。
（４）表面抵抗率：５０ｍｍ×９０ｍｍ×３．２ｍｍの角板成形品を用い、ロレスタ又は
ハイレスタ（いずれも、三菱化学（株）製）にて任意の３ヶ所について測定を行った。（
１０4Ω以上の値のものについてはハイレスタを用い、それ以下になるものについてはロ
レスタを用いた。）
【００５１】
（５）ＩＣトレー反り量：上記の５０ｍｍ×９０ｍｍ×３．２ｍｍ角板成形品と同一条件
で、図１に示すＩＣ用トレーを成形し、２３℃、相対湿度５５±３％の室内で４８時間状
態調節した。その後、トレーを１枚ずつ定盤上に置き、図１に示すａ～ｉの８箇所を三次
元寸法測定器で測定した。同様にして、荷重撓み温度より１０℃低い温度で３時間熱処理
し、室温で４８時間冷却後、未処理反り量の測定と同一方法で熱処理後の反り量を測定し
た。
（６）カーボンブラックの脱離性：５０ｍｍ×９０ｍｍ×３．２ｍｍの角板状成形品にセ
ロテープ（登録商標）（ニチバン（株）製、ＣＴ４０５Ａ－１８）を貼り付け、それをは
がした時の剥離状態を目視にて下記基準に基づき判断した。
 　○：力を入れてこすってもほとんど剥離しない。
　　△：力を入れてこすれば剥離する。
　　×：軽くこすっただけでも剥離する。
【００５２】
〔実施例１～５、比較例１～５〕
 各原材料を表１及び表２に示した比率で配合し、上記条件でペレット状樹脂組成物を製
造し、試験片を成形し、物性評価を行い、評価結果を表１及び表２に示した。表１及び表
２より、本発明の樹脂組成物は、カーボンブラックの脱離が少なく、該樹脂組成物から成
形されたＩＣ用トレーは熱処理前後の反り量も小さいことが明らかになった。
【００５３】



(13) JP 4920210 B2 2012.4.18

10

20

30

40

【表１】

【００５４】
【表２】

───┴────┴────┴───┴────┴───┴───　
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】本願実施例で作製したＩＣトレーの概略図を示す。
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